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4.3 耐震診断 

4.3.1 流入渠 

流入渠において耐震性能が NG となる箇所は、以下の通り。 

・人孔 Aおよび人孔 Bの液状化に伴う浮上 

・人孔 Bの組立マンホール部の横ずれ 

・人孔 Aより上流および人孔 A～B流入渠のマンホールと管渠の接続部 

 

マンホールと管渠の接続部は、管渠と管渠の継手性能にて評価する。ただし、この

評価は可とう性がある（可とう継手、可とう管もしくは半管を使用）ことが大前提で

ある。計算上は OKとなるが、竣工図面より当該構造を呈していないため、耐震性能

は、NG と判断した。※根拠資料を後段に示す。 

 

下表及に耐震診断結果の概要を示す。 

次頁以降に、流入渠 耐震診断 NG箇所図、耐震計算マトリックス表および耐震診断

計算値一覧を示す。 

 

表 4.3.1－1 流入渠 マンホールの耐震診断結果 

対象施設 形式 
鉛直・水平 

断面応力度 

液状化に 

伴う浮上 

組立マンホ

ール横ずれ 

※1 

備考 

流入人孔 A 現場打式 〇 × ×  

流入人孔 B 現場打式 〇 × 〇  

 ※1 耐震計算マトリックス表では、横ずれの検討項目は無いが、目地部が平滑な JIS 型マンホールを

使用しているため、横ずれにおける耐震性能について評価することとした。 

 

表 4.3.1－2 流入渠 管渠の耐震診断結果 

対象施設 形式 

マ ン ホ ー

ル と 管 渠

の接続部 

管渠と管

渠の継手

部 

鉛 直 断 面

の強度 
備考 

人孔 A より上流 鉄筋 Co管 × 〇 〇  

人孔 A～B 鉄筋 Co管 × 〇 〇  

人孔 B より下流 鉄筋 Co管 × － 〇  
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図 4.3.1－1 流入渠 耐震性能 NG 箇所 

  

人孔 A より上流、人孔 A～B、人孔 B より下流

マンホールと管渠の接続部：NG 

マンホールの浮上：NG 

人孔 A 人孔 B 

管渠 

ポンプ場 

本体 
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 人孔 Aの耐震診断結果 

＜鉛直・水平断面応力度、液状化に伴う浮上＞ 

液状に伴う浮上において耐震性能 NGとなる。 
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＜組立マンホールの横ずれ＞ 

 

 

図 4.3.1－2 人孔 A の形状 

 

 

 

 

出典：下水道耐震指針 p.375 

 当該人孔上部の組立マンホールは、JIS 型マンホ

ールとなっており、通常の組立マンホールのように

かみ合わせが無い。（※マンホール継手部分が平滑

になっている。） 

 よって地震動が作用した場合に、横ずれが発生す

る可能性がある。 

 このことから、組立部において横ずれに対する耐

震性能 NG と判断した。 
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 人孔 Bの耐震診断結果 

＜鉛直・水平断面応力度、液状化に伴う浮上＞ 

液状に伴う浮上において耐震性能 NGとなる。 
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＜組立マンホールの横ずれ＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 当該人孔上部の組立マンホールは、現行基準

のかみ合わせのある形式である。 

 よって耐震性能は「OK」と判断する。 

図 4.3.1－3 人孔 B の形状 
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 管渠の耐震診断結果 

＜鉛直・水平断面応力度、液状化に伴う浮上＞ 

計算上は、マンホールと管渠の継手部は組立継手の性能にて評価するが、マンホー

ルと管渠の接続部において、可とう性のある接続方法となっていないため、耐震性能

は NGと評価する。 

 

 

・可とう継手 

・半管使用 

が確認できない

ため構造上 

NG とする。 
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■マンホールと管渠の接続部 人孔 A 

  

マンホールと管渠の接続部 

防水モルタル 

マンホールと管渠の接続部 

・設計図面より可とう継手無しと判断 

・管割図が無いため、半管の有無についても

確認できない 

⇒よって耐震性能 NG と判断する。 

図 4.3.1－3 マンホールと管の接続形状（人孔 B） 
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■マンホールと管渠の接続部 人孔 B 

 

マンホールと管渠の接続部 

防水モルタル 

マンホールと管渠の接続部 

・設計図面より可とう継手無しと判断 

・管割図が無いため、半管の有無について

も確認できない 

⇒よって耐震性能 NG と判断する。 

図 4.3.1－4 マンホールと管の接続形状（人孔 B） 
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4.3.2 流出渠 

流出渠においては、人孔と管の接続部において耐震性能 NGとなった。 

下表及に耐震診断結果の概要を示す。次頁以降に、流入渠 耐震診断 NG箇所図、耐

震計算マトリックス表および耐震診断計算値一覧を示す。 

 

表 4.3.2-1 流出渠 マンホールの耐震診断結果 

対象施設 形式 
鉛直・水平

断面応力度

液状化に伴

う浮上 

杭基礎 
備考 

人孔 A 現場打式 〇 〇 〇※1  

※1杭基礎は計算に必要な情報が不足しているため、直接基礎として評価。 

 

表 4.3.2-2 流出渠 管渠の耐震診断結果 

対象施設 形式 
管体 

応力 

継手 

伸縮量 

屈曲 

角度 

人孔と管

の接続部

※2 

備考 

流出きょ ダクタイル K形 〇 〇 〇 ×  

※2 ダクタイル鋳鉄管は、管と人孔の接続部は照査項目となっていないが、当該人孔は液状化地盤に布

設されているとともに、直接基礎として評価しているため液状化による人孔沈下に伴う人孔と管の接続部

も照査することとした。 

 

 
図 4.3.2-1 流出渠 耐震性能 NG箇所 

 

人孔 A 

流出渠 

ポンプ場 

本体 

可とう管 

人孔と管渠の 

接続部 NG 
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 人孔 A の診断結果 

＜鉛直・水平断面応力度＞ 

 応力度については耐震性能 OK となった。 
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＜液状化による浮上＞ 

 吐出人孔は、盛土上に設置されており、地下水位より高い位置に設置されている。 

 よって、液状化による人孔浮上は発生しない。 

 

 

図 4.3.2-2 吐出人孔 Aの基礎根入位置 

 

＜杭基礎＞ 

 吐出人孔の基礎は、杭頭処理構造が不明確であり、構造的に保障できないため、直接基

礎として評価する。結果、常時の安全率 3 および地震時の安全率 2 においても問題なしと

の結果を得た。よって基礎については、耐震性能 OK と判断する。次頁に直接基礎の計算

書を添付する。 

 

図 4.3.2-3 吐出人孔 Aの基礎構造資料 

前川中継 P 場の例 
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表 4.3.2-3 人孔 A 直接基礎計算書 

 

 

           出典：道路橋示方書 H24.3 P.297 
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 管渠の診断結果 

＜鉛直・水平断面応力度＞ 

 応力、管継手・屈曲については耐震性能 OK となった。 
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＜液状化による管と人孔の継手＞ 

ダクタイル鋳鉄管は、管と人孔の接続部は照査項目となっていないが、当該人孔は液状

化地盤に敷設されているとともに、直接基礎として評価しているため、液状化による人孔

沈下に伴う管と人孔の接続部を照査することとした。 

人孔と管の接続部の可とう管の竣工図を下図に示す。竣工図の記載内容では、可とう管

の種別が明確に判断できない。ただし、左側の図面を見ると、3段の波が確認できる（※

下図左上赤囲み）。よって、当該可とう管は、ゴム製の可とう管「KA100」と推測する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.2-4 人孔 A と管渠の接続部 

  

可とう管は図面の形状より 

上記ゴム製の可とう管と推測。 

許容偏心量は 100mm。 
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可とう管「KA100」の偏心量は、100mm となる。 

ここで、当該地盤の液状化層厚は、下表より、3.38m となり、その沈下量は、170mm（＝

3.38m×5％）となる。 

よって、「KA100 の偏心量 100mm＜液状化による沈下量 170mm」となるため、耐震性能 NG

と判断する。 

下表に、液状化判定結果を、次頁以降に、参考とした可とう管のカタログを添付する。 

 

 

 
出典：「下水道耐震指針」P.52、53 

液状化層圧 3.38m 

（FL 1 以下の区間）

液状化による沈下量 

層圧×５％ 
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